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１．そもそも、防災計画とは・・・

○我が国の防災の基本となる計画　　
○防災業務計画、地域防災計画の　　
　作成・修正の諸基準を規定

（中央防災会議）

（指定行政機関） （指定公共機関）

（都道府県防災会議）

（市町村防災会議）

○防災基本計画に基づき作成

○防災基本計画に基づき作成　
○防災業務計画に抵触してはな　
　らない　　



一般対策編一般対策編

震災対策編震災対策編

火事及び
事故災害対策編

火事及び
事故災害対策編

資料編資料編

風水害対策を基礎に、各編に共通する事
項も記述し、高知県地域防災計画におけ
る基本的な計画

これらに定めがない事項は、「一般対策編」
に記述

東南海・南海地震
防災対策推進計画編

東南海・南海地震
防災対策推進計画編

東南海・南海地震特別措置法に基づき
作成。Ｈ１８年５月の地域防災計画修正
時に震災対策編へ統合

２．高知県地域防災計画の構成



３．高知県地域防災計画の修正
Ｓ３８年度　計画作成
Ｓ３９年度　修正
Ｓ４４年度　修正
Ｓ５２年度　修正
Ｓ５４年度　修正
Ｓ５７年度　修正
Ｓ６３年度　修正
Ｈ　６年度　修正（「震災対策編」作成）
Ｈ　８年度　震災対策編修正
Ｈ１５年度　震災対策編修正
Ｈ１６年度　東南海・南海地震防災対策推進計画編作成
　　　　　　　（※震災対策編の別冊として）
Ｈ１８年度　震災対策編修正（東南海・南海地震防災対策　
　　　　　　　推進計画編を統合）

（※「火災及び事故災害対策編」はＨ１５年度修正時に作成）

地域防災計画は、
毎年度検討を加え、
必要があると認め
るときは、修正を
加えます。



■設置
　災害対策基本法第１４条に基づく設置
　知事を会長とし、防災関係機関等の委員により構成
■所掌事務
　１．高知県地域防災計画を作成し、その実施を推進すること
　２．県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害

　に関する情報を収集すること
　３．県の地域に災害が発生した場合において、災害応急対策

　及び災害復旧に関し、県、市町村及び防災関係機関の連
　絡調整を図ること

　４．非常災害に関し、緊急措置に関する計画を作成し、かつ、
　その実施を推進すること

　５．１～４までに掲げるほか、法律又は　　　　　　　　　　　　　　
　これに基づく政令によ　りその権限に属　　　　　　　　　　　
　する事務

４．高知県防災会議とは・・・



５．防災関係機関とは・・・

指定公共機関
○西日本電信電話（株）

○（株）ＮＴＴドコモ四国

○日本郵政公社

○日本銀行

○日本赤十字社

○日本放送協会

○西日本高速道路（株）

○四国旅客鉄道（株）

○四国電力（株）

○ＫＤＤＩ（株）高松テクニカルセンター

指定地方公共機関
○四国ガス（株）

○（社）高知県エルピーガス協会

○（株）高知放送

○（株）テレビ高知

○高知さんさんテレビ（株）

○（株）エフエム高知

○土佐くろしお鉄道（株）

○土佐電気鉄道（株）

○（社）高知県バス協会

○（社）高知県トラック協会

○（社）高知県医師会

指定地方行政機関
○四国管区警察局

○四国財務局高知財務事務局

○四国厚生支局

○中国四国農政局

○中国四国農政局高知農政事務所

○四国森林管理局

○四国経済産業局

○中国四国産業保安監督部四国支部

○四国運輸局高知運輸支局

○大阪航空局高知空港事務所

○高知海上保安部

○高知地方気象台

○四国総合通信局

○高知労働局

○四国地方整備局
自衛隊



（参考）非常災害時の対応

●非常災害とは・・・
　大規模な災害であって、都道府県の段階で

は十分な災害対策を講ずることができない
ような災害

●非常災害時の対応
　国において、「非常災害対策本部」を設置

　さらに甚大な災害な場合は、「緊急災害対
策本部」を設置。南海地震発生時は、「緊急
災害対策本部」の設置が想定。



６．震災対策編の構成

震災対策編震災対策編

第５編
　重点的な取り組み

第５編
　重点的な取り組み

第４編
　災害復旧・復興対策

第４編
　災害復旧・復興対策

第３編
　災害応急対策

第３編
　災害応急対策

第２編
　災害予防対策

第２編
　災害予防対策

第１編
　総則

第１編
　総則

予防対策のうち、①揺れ対策、②津波対策、　
③震災に強い人・地域づくり対策

計画の趣旨、予想される災害、行政・
防災機関等の責務　など

予防、応急に集中！

予防
応急

復旧・復興

ウェイトは・・・



７．計画で重点を置くべき事項

○「生命の安全確保」を最優先に考え、防災関係○「生命の安全確保」を最優先に考え、防災関係
　機関、事業者、住民が一体となって、建築物の　機関、事業者、住民が一体となって、建築物の
　耐震対策、津波避難対策、人づくり・地域づくり　耐震対策、津波避難対策、人づくり・地域づくり
　対策について、ソフト対策を優先しながら、ソフ　　対策について、ソフト対策を優先しながら、ソフ　
　ト対策を補完するものとして効果的なハード対　　ト対策を補完するものとして効果的なハード対　
　策を推進し、減災に向けた施策の一層の充実　　策を推進し、減災に向けた施策の一層の充実　
　を図る。　を図る。

○過去の経験から、東海地震や東南海地震と　　○過去の経験から、東海地震や東南海地震と　　
　の同時又は時間差での発生の可能性も考慮　　の同時又は時間差での発生の可能性も考慮　
　し、被害の広域性や地域の孤立などを踏まえ　　し、被害の広域性や地域の孤立などを踏まえ　
　た対策も推進。　た対策も推進。



８．住民、事業者の責務

○住民の責務
　自らの安全は自ら守るのが防災の基本。
　住民はその自覚を持ち、平常時より地震に対する備えを心がけるとともに、
地震発生時には災害時要援護者とともに早めに避難をするよう行動。
　地震発生時には、初期消火、負傷者への援助や防災関係機関が行う防災
活動への協力に努める。

○住民の責務
　自らの安全は自ら守るのが防災の基本。
　住民はその自覚を持ち、平常時より地震に対する備えを心がけるとともに、
地震発生時には災害時要援護者とともに早めに避難をするよう行動。
　地震発生時には、初期消火、負傷者への援助や防災関係機関が行う防災
活動への協力に努める。

○事業者の責務
　事業者は、地震時に果たす役割を十分認識し、　　　　
地震時に重要業務を継続するための業務継続計　　　
画（ＢＣＰ）の策定、防災体制の整備、防災　訓練の　　
実施、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画、　
各計画の点検・見直しなど防災活動の推進に努める。

　＊地震時に果たす役割
　　　・従業員や利用者等の安全確保
　　　・事業の継続
　　　・地域への貢献・地域との共生
　　　・二次被害の防止

○事業者の責務
　事業者は、地震時に果たす役割を十分認識し、　　　　
地震時に重要業務を継続するための業務継続計　　　
画（ＢＣＰ）の策定、防災体制の整備、防災　訓練の　　
実施、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画、　
各計画の点検・見直しなど防災活動の推進に努める。

　＊地震時に果たす役割
　　　・従業員や利用者等の安全確保
　　　・事業の継続
　　　・地域への貢献・地域との共生
　　　・二次被害の防止

地域防災計画は、行政、防災　
関係機関の責務だけではなく、
本県における防災対策の基本と
なる計画として、住民、事業者
の責務も明らかにしています！



９．災害予防対策（その１）
まずは、地域防災体制を確立します。　　　　　　　　　　
これは、災害予防対策を進める上での基礎となる事項です。

基礎

防災情報
ネットワー
クの整備

防災情報
ネットワー
クの整備

防災まち
づくり

防災まち
づくり

ボランティ
アの環境

整備

ボランティ
アの環境

整備
実践的な
防災訓練
の実施

実践的な
防災訓練
の実施

○地震に強い市街地の形成　
○建築物の安全確保　　　　　
○ライフライン施設等の機能確
　保、不測事態への備え　など

○防災関係者への
　研修　　　　　　　
○防災教育　　　　
○報道機関と連携
　 した広報　など

防災知識
の日常化

防災知識
の日常化

住民参加の
訓練も含む

自主防災組織の育成
（財政支援、研修など）

自主防災
活動への

支援

自主防災
活動への

支援

○住民への情報
　伝達手段の整
　備　　　　　　　　
○防災関係機関
　同士の情報伝
　達手段の整備

○関係団体等の　
　役割を事前に協
　議　　　　　　　　
○コーディネーター
　等の育成



１０．災害予防対策（その２）

火災予
防対策

火災予
防対策

津波災
害予防
対策

津波災
害予防
対策

危険物等
災害予防

対策

危険物等
災害予防

対策

建築物等
災害予防

対策

建築物等
災害予防

対策

地盤災
害等予
防対策

地盤災
害等予
防対策

公共土木
施設等の
災害予防

対策

公共土木
施設等の
災害予防

対策

緊急輸
送道路

緊急輸
送道路 避難

対策

避難
対策

防災活
動体制
の整備

防災活
動体制
の整備

地域への救援対策
（水・食料等の確保、医

療対策など）

地域への救援対策
（水・食料等の確保、医

療対策など）

災害時
要援護
者対策

災害時
要援護
者対策

○各分野の予防対策の方向性を明らかにし、計画的に実施　
○地震被害の大幅な軽減につながる対策については、数値目
　標等（地域目標）を策定

南
海
地
震
に
備
え
る

南
海
地
震
に
備
え
る

南
海
地
震
に
備
え
る



（参考）東南海・南海地震の地震防災戦略

死者数　　　　　　　死者数　　　　　　　
約１７，８００人　　約１７，８００人　　
（うち津波　　　　　　　　（うち津波　　　　　　　　
　約８，６００人）　約８，６００人）

死者数　　　　　死者数　　　　　
約９，１００人約９，１００人

約８，６００人減

約２７兆円減

約３１兆円約３１兆円

経済被害経済被害
約５７兆円約５７兆円

　今後１０年間で死者数、経済被害額を半減します！！！！
（Ｈ１７．３中央防災会議決定）



（参考）高知県における地域目標

地震防災戦略
（Ｈ１７．３）

地域目標と減
災目標の策定

　地域目標　
（Ｈ１８．２）

（中央防災会議） （都道府県） （高知県）

＜住宅の耐震化＞
Ｈ２６年度末までに耐
震化率７７％へ

（Ｈ１５年推計値６５％）

＜道路の橋梁の　
耐震補強＞

優先確保ルートを選
定し、Ｈ１９年度中に
完了

＜耐震強化岸壁の
整備＞

Ｈ２６年度末までに完
了率約８０％へ
（Ｈ１６年度末約７０％）

＜津波ハザード
マップの作成＞

Ｈ２０年度末までにす
べての市町村で作成

＜自主防災組織の育成・
支援＞
Ｈ１９年度末までに津波浸水
想定区域で１００％、Ｈ２１年
度末までに全域で１００％
（Ｈ１７．４全域で約３２％）

＜その他＞

地域目標の内容は・・・全１７項目を規定

「南海地震に備える基本的な方向と当面の取り組み（Ｈ１８年度版）」（Ｈ１８．２高知県南海地震対策推進本部）



１１．津波災害予防対策
○津波から「逃げる」ための避難対策（ソフト）を優先し、
　津波の進入を「防ぐ」対策（ハード）を補完的に進めます

○「高知県津波避難計画作成指針」に基　
　づき地域ごとに作成
○地域の総合的な（ソフト・ハード）な計画市町村の津波避難計画市町村の津波避難計画

○市町村が作成する津波避難計画に基
づき、住民自らが作成
○災害時要援護者対策を含む住民の津波避難計画住民の津波避難計画

○津波により１ｍ以上の浸水が予想され
る地域にある事業者が作成する津波から
の円滑な避難の確保に関する計画事業者の津波避難計画事業者の津波避難計画

住民等避難のため
の消防機関等の活
動

住民等避難のため
の消防機関等の活
動

道路、海上、航空、
鉄道等施設におけ
る対策

道路、海上、航空、
鉄道等施設におけ
る対策

港湾内での船舶等
の安全確保

港湾内での船舶等
の安全確保



１２．建築物等の災害予防対策
　強い揺れによる建物の倒壊、タンス、食器棚などの家具等
　の転倒から身を守るための取り組みを進めます

○個人住宅の耐震化
○公共建築物の耐震化
○民間建築物の耐震化への支援建物の倒壊から身を守る建物の倒壊から身を守る

○個人住宅の家具転倒防止策の　
　普及啓発
○公共的建築物の書棚・器具等の
　転倒防止

家具等の転倒から身を守
る

家具等の転倒から身を守
る

○身を守る行動指針を定め、普及啓発
○家庭での防災用品等の備え
○自主防災活動に必要な資機材の整備　
　支援

揺れを感じたときの行動を
身につける

揺れを感じたときの行動を
身につける

○密集住宅市街地の改善

火災による被害をおさえる火災による被害をおさえる



　一時的な避難　
（緊急避難場所）

　長期的な避難

＜市町村、地域住民＞
　○避難の原因（津波、土砂崩れ等）に応じた　
　　 緊急避難場所を、住民とともに地域で選定。
＜市町村＞
　○誘導案内や避難場所の標識を設置
　○広報誌や防災マップで緊急避難所や経路
　　 の周知

＜市町村＞
　○被災住民が一定期間避難生活ができる場
　　 所を指定
　○避難場所の運営方法を定める
　○避難生活に必要な資機材等の確保
＜県、市町村＞
　○災害時要援護者に配慮し、被災地以外の　
　　地域にあるものを含め、ホテル等の借り上
　　げ等、多様な避難場所の確保

１３．避難対策
○地震発生後の火災、津波や２次被害からの避難を事前に対策
○災害時要援護者の適切な誘導



１４．公共土木施設等の災害予防対策
　各施設の管理者は、地震動・津波による人的被害の軽減、
　緊急的な応急対策を実施するための機能の確保を図ります

河川施設対策
→　津波を防ぐ樋門など開口部の
　　対策

河川施設対策
→　津波を防ぐ樋門など開口部の
　　対策

道路施設対策
→道路、橋梁の耐震化など

道路施設対策
→道路、橋梁の耐震化など

海岸保全施設
→津波を防ぐ水門の整備など

海岸保全施設
→津波を防ぐ水門の整備など

港湾施設対策
→　津波防波堤の建設、耐震強　
　　化岸壁の整備など

港湾施設対策
→　津波防波堤の建設、耐震強　
　　化岸壁の整備など

漁港施設対策
→　防災拠点漁港の整備など

漁港施設対策
→　防災拠点漁港の整備など

空港施設対策空港施設対策

鉄道施設対策鉄道施設対策

都市公園施設対策
→　避難場所の確保など

都市公園施設対策
→　避難場所の確保など



１５．地域への救援対策

飲料水、食料等
の確保

飲料水、食料等
の確保

①個人備蓄
②市町村による備蓄
③県は市町村の取り組みを補完
④民間との協力（物資協力の協定など）

消毒、保健衛生体制
の整備

消毒、保健衛生体制
の整備

し尿処理、清掃活動し尿処理、清掃活動

医療対策医療対策
→ 後ほど項目別の議論の中で・・・

①原則、市町村が実施
②県は市町村を支援

①県、市町村で体制整備
②県は薬剤、資機材の調達

○地震発生直後に緊急的に必要な物資の確保を図ります　　　
○高知県災害医療救護計画に基づく医療活動体制を整備します



地震発生地震発生地震発生

災害対策本部の設置災害対策本部の設置

地震・津波に関する情報の伝達地震・津波に関する情報の伝達

被害状況の情報収集被害状況の情報収集

通信手段の確保通信手段の確保

応援要請応援要請

広報活動（災害報道）広報活動（災害報道）

１６．地震発生直後の初動体制

（県では・・・）あらかじめ、アクションプログラム（実践的応急活動要領）の　
　　　　　　　　作成と訓練を通じた職員への周知徹底

（勤務時間外）職員の参集（勤務時間外）職員の参集



災害対策本部が設置された場合の
各班（基本的には現行の各課室）の
業務は、あらかじめ明確に規定

１７．高知県災害対策本部とは・・・

副本部長（副知事）副本部長（副知事）

本部員
（県警本部長、各部局長等）

本部員
（県警本部長、各部局長等）

健
康
福
祉
部

出
納
部

港
湾
空
港
部

土
木
部

海
洋
部

森
林
部

農
林
水
産
部

商
工
労
働
部

文
化
環
境
部

企
業
部

企
画
振
興
部

総
務
部

病
院
部

教
育
部

公
安
部

本部長（知事）本部長（知事）

事務局事務局

本部

幡多

中央西 中央東

安芸

南海地震など、大規模な災害が発生した
場合には、交通・通信網の遮断を想定し、
「災害対策支部」を設置

須崎



１８．活動体制の拡大

初
動
活
動
終
了
後
か
ら
順
次
展
開

被害情報の被害情報の
収集・伝達収集・伝達

ボランティアボランティア
の受入の受入

ライフラインライフライン
施設の応急施設の応急

対策対策

水・食料等の生水・食料等の生
活必需物資等の活必需物資等の

確保・供給確保・供給

廃棄物処理廃棄物処理

医療・保医療・保
健活動健活動

緊急輸送活緊急輸送活
動・交通確動・交通確

保保

社会秩序の社会秩序の
維持維持

（警察によるパ（警察によるパ
トロール等）トロール等）

その他その他

被害の拡大防止被害の拡大防止
（消防、水防、応急危険（消防、水防、応急危険

度判定）度判定）

避難活動避難活動
（避難場所（避難場所
の運営等）の運営等）

二次被害の二次被害の
　防止　防止

応急仮設住応急仮設住
宅の設置宅の設置

遺体の捜索、遺体の捜索、
検案、埋・火検案、埋・火

葬葬

（県では・・・）あらかじめ、アクションプログラム（実践的応急活動要領）の　　
　　　　　　　作成と訓練を通じた職員への周知徹底



○迅速な現状復旧を目指すか、中長期的な問題解決を図る計
　画的な復興を目指すかを早急に検討・決定　　　　　　　　　　　
○その結果、必要な場合には復興計画を作成　　　　　　　　　　
○住民の意向を尊重　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○国等への財政支援の要請

１９．災害復旧・復興対策

復旧・復興の復旧・復興の
基本的方向の基本的方向の

決定決定

迅速な現状復旧迅速な現状復旧
○被災施設の復旧等　　
○がれきの処理

復興計画復興計画
○災害に強いまちづくり　　　　　　　
○被災者等の生活再建等の支援
○被災中小企業の復興等



２０．復興計画の進め方

災害に強く、より
快適な都市環境
整備

復興のための
市街地の整備
改善

河川等の治水　
安全度の向上等

既存不適格建
築物の解消

住民への新た
なまちづくりの
展望等の提供

○計画作成段階で都市のある
　べき姿を明確化。　　　　　　　
○将来に悔いの残らないまちづ
　 くりを目指す。

○防災の視点を取り入れた都　
　市公園、河川公園などの確　
　保など



２１．被災者等の生活再建等の支援

○災害弔慰金等支給
○被災者生活再建支
　 援金等の支給　等

○災害弔慰金等支給
○被災者生活再建支
　 援金等の支給　等

税及び医療費等
負担の減免等

税及び医療費等
負担の減免等

住宅確保支援住宅確保支援

生活再建に係る
各種広報、相談

窓口の設置

生活再建に係る
各種広報、相談

窓口の設置

災害復興基金の
設立等の検討

災害復興基金の
設立等の検討

精神保健支援対
策（相談所の設

置等）

精神保健支援対
策（相談所の設

置等）

行政


